地域活性化基金事業助成金交付要綱
第１　趣旨

公益財団法人静岡県産業振興財団理事長（以下「理事長」という。）は、静岡県内において創業又は中小企業の経営革新を支援するため、地域活性化基金を創設し、基金の運用益の範囲内において、地域活性化事業を行う中小企業者等に対し、助成金を交付するものとし、その交付に関しては、この要綱の定めるところによる。
第２　定義

(1)　この要綱において「地域活性化事業」とは、静岡県地域活性化基金事業実施要領（平成19年７月９日産管企第22号）第26条に規定するものをいう。

(2)　この要綱において「中小企業者等」とは、中小企業者、創業者、特定非営利活動法人、農林水産業者及びこれらを支援する公益法人であって、県内に主たる事務所、事業所又は住所を有する者をいう。

(3)　「中小企業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。
ア　資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が300人以下の会社及び個人であって、製造業、建設業、運輸業その他の業種(次号から第４号までに規定する業種及び別表第１に掲げる業種を除く。)に属する事業を主たる事業として営むもの

イ　資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人であって、卸売業(別表第１に掲げる業種を除く。)に属する事業を主たる事業として営むもの

ウ　資本金の額又は出資の総額が5,000万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が100人以下の会社及び個人であって、サービス業(別表第１に掲げる業種を除く。)に属する事業を主たる事業として営むもの

エ　資本金の額又は出資の総額が5,000万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が50人以下の会社及び個人であって、小売業(別表第１に掲げる業種を除く。)に属する事業を主たる事業として営むもの

オ　資本金の額又は出資の総額がその業種ごとに別表第１に掲げる金額以下の会社並びに常時使用する従業員の数がその業種ごとに同表に掲げる数以下の会社及び個人であって、同表に掲げる業種に属する事業を主たる事業として営むもの

カ　企業組合

キ　協業組合

ク　事業協同組合、事業協同小組合、商工組合、協同組合連合会その他の特別の法律により設立された組合及びその連合会であって、別表第２に掲げるもの

(4)　「創業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

ア　創業５年未満（創業した年度の４月１日から起算して５年を経過していないものをいう。）の中小企業者

イ　本要綱による助成を受けた事業が終了してから１年以内に創業を予定している個人

(5)　「特定非営利活動法人」とは、特定非営利活動促進法（平成10年法律第７号）に基づき認証された法人をいう。

(6)　「農林水産業者」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。

ア　農業協同組合法（昭和22年法律第132号）に定められた農業協同組合及び農業者

　　 イ  森林組合法（昭和53年法律第36号）に定められた森林組合及び森林法（昭和26年法律第249号）に定められた森林所有者

ウ  水産業協同組合法（昭和23年法律第242号）に定められた漁業協同組合及び漁民
(7)　「公益法人」とは、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成18年法律第49号）第２条に基づく法人をいう。

(8)　この要綱において「経営革新」とは、新商品の開発又は生産、新役務の開発又は提供、商品の新たな生産又は販売の方法の導入、役務の新たな提供の方式の導入、新たな経営管理方法の導入その他の新たな事業活動を行うことにより、その経営の相当程度の向上を図ることをいう。

第３　助成の対象、補助率等

　　別表第３に掲げるとおりとする。

第４　交付の申請

(1)  提出書類　各１部

ア　交付申請書（様式第１号）

イ　事業実施計画書（様式第２号）

ウ　連携・協力体制概要書（様式第３号）

　　ただしウは、別表３に掲げる助成企業支援事業については除くものとする。

(2)  提出期限

別に定める日まで

第５　交付の決定

　　理事長は、第４の申請があったときは、その内容の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、助成金を交付すべきと認めたときは、交付決定するものとする。

第６　交付の条件

次に掲げる事項は、交付の決定をする際の条件となるものとする。

(1)  次に掲げる事項の一に該当する場合には、あらかじめ理事長の承認を受けなければならないこと。

ア  助成事業に要する経費の配分の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合

イ  助成事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をしようとする場合

ウ  助成事業を中止し、又は廃止しようとする場合

(2)  助成事業が予定の期間内に完了しない場合又は助成事業の遂行が困難となった場合に おいては、速やかに理事長に報告してその指示を受けなければならないこと。

(3)  助成事業により取得し、又は効果の増加した機械及び器具であって、取得価格又は増加価格が20万円以上のものについては、それぞれ減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）別表第６に定める耐用年数の期間内において、理事長の承認を受けないで、助成金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならないこと。

(4)　理事長の承認を受けて(3)の財産を処分することにより収入があった場合には、その収入の全部又は一部を公益財団法人静岡県産業振興財団（以下「産業財団」という。）に納付させることがあること。

(5)　助成事業により取得し、又は効果の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならないこと。

(6)  助成事業の決定、確定等に当たり、助成事業者名、住所、採択テーマ名を公表することを了承すること。

(7)　助成事業に係る研究開発の内容の発表に関しては、理事長が指示した場合には、その指示に従わなければならないこと。なお、特許出願を行っている場合は、特許法（昭和34年法律第121号）第65条の２に基づく出願公開後に行うものとすること。

(8)　研究開発及び新商品開発の成果あるいは、県公設試験研究機関等との共同研究の成果に基づき特許出願、実用新案登録出願又は意匠登録出願を行った場合は、遅滞なくその旨を理事長に届け出なければならないこと。

(9)　助成事業及び特許権等の実施あるいは、譲渡等によって相当の収益を得たと理事長が認めた場合には、交付を受けた助成金の全部又は一部に相当する金額を産業財団に納付しなければならないこと。

(10) 助成事業が完了した日の属する年度の終了後、産業財団の指定する期間において、毎年度終了後、助成事業に係る過去１年間の成果状況を成果報告書（様式第10号）により理事長に報告しなければならないこと。
(11) 助成金の収支に関する帳簿を備え、領収書等関係書類を整理し、これらの帳簿及び書類を助成金の交付を受けた年度終了後５年間保管しておかなければならないこと。

(12) 助成金の対象期間内において、類似の内容で他の助成制度による同様の助成を受ける場合、本助成金は受けられないこと。

(13) 次に掲げる事項の一に該当する場合は、額の確定の有無にかかわらず、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、すでに助成金が交付されているときは、産業財団に返還しなければならないこと。

ア　助成事業の中止、廃止及び縮小した場合

イ　天変地異その他の事情の変更により助成事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった場合

ウ  助成金を交付申請書に記載の目的用途以外に使用した場合

エ  虚偽の申請及び報告を行った場合

オ  確定のための検査を受けることができない場合

カ  (1)～(12)の各項の条件に反する場合

第７　軽微な変更

第６の(1)ア及びイに定める軽微な変更とは、次に掲げる変更をいう。

(1)  経費の配分の変更

ア　別表３に掲げるもののうち助成企業支援事業を除く事業

支出科目ごとの経費の額の20％以内の変更で、かつ助成金交付決定額の額に変更が生じない範囲内
イ　別表３に掲げる助成企業支援事業

　　　　区分ごとの経費の額の20％以内の変更で、かつ助成金交付決定額に変更が生じない範囲内

(2)  事業内容の変更

事業の実施過程で生じた事情の変化による採るべき方法又は手段の部分的な変更

第８　変更の承認申請

(1)  提出書類　各１部

ア　事業計画変更承認申請書（様式第４号）

イ　変更事項を具体的に説明する図面及び書類

(2)  提出期限

変更事項が発生した日から起算して15日以内

第９　助成事業の遂行状況報告

理事長は、助成事業の円滑及び適正な遂行を図るため必要があると認めるときは、助成事業者に対し、助成事業の遂行状況に関する報告を求めることができる。

第10　実績報告

 (1)  提出書類　各１部

ア　実績報告書（様式第７号）

イ　事業実績書（様式第８号）
ウ　決算収支明細表（様式第９号）
(2)  提出期限

事業完了の日から起算して30日を経過した日又は助成金交付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月10日のいずれか早い日まで

第11　助成金の額の確定

理事長は、第10の報告を受けたときは、その内容の審査及び現地検査により、助成事業の実績が助成金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、助成金の額を確定するものとする。

第12　支払い

助成金の支払いは、第11の規定による交付すべき助成金の額を確定した後に、これを行うものとする。ただし、助成金交付の目的を達成するため特に必要があるときは、概算払いを行うことができるものとする。

第13　請求の手続

(1)  提出書類　各１部

請求書（様式第５号）

(2)  提出期限

助成金交付確定通知書を受領した日から起算して５日以内

第14　概算払い
理事長は、必要があると認めたときは、助成事業者の請求により、助成金額の３分の２又は産業財団の指定する期日における支出済額の３分の２のいずれか少ない金額を限度として概算払いをすることができる。

助成事業者は、概算払いにより助成金を請求するときは、第15に規定する書類を理事長に提出しなければならない。

第15　概算払いの請求手続

(1)  提出書類　各１部

ア　概算払請求書（様式第５号）

イ　資金状況調（様式第６号）

(2)  提出期限

別に定める日まで

第16　立入検査等

理事長は、助成事業の適正を期すため必要があると認めるときは、助成事業者に対して報告させ、又は産業財団職員に助成事業者の事務所、事業所等に立ち入らせ、帳簿書類その他の物件を検査させ、もしくは関係者に質問させることができる。　　
　附　則

　この要綱は、平成19年７月９日から施行する。

　ただし、助成事業のうち、「産学官連携研究開発助成事業」、「中小企業研究開発助成事業」、「農林水産業研究開発助成事業」及び「創業者研究開発助成事業」は、平成20年度分から適用する。

　　　附　則
　この改正は平成20年４月30日から施行し、改正後の地域活性化事業助成金交付要綱の規定は、平成20年４月１日から適用する。
附　則

　この改正は平成22年10月１日から施行する。
附　則

　この改正は平成24年４月１日から施行する。
附　則

　この改正は平成24年10月１日から施行する。

別表第１

	業種
	資本金の額又は出資の総額
	従業員の数

	ゴム製品製造業(自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに工業用ベルト製造業を除く。)
	3億円
	900人

	ソフトウェア業又は情報処理サービス業
	3億円
	300人

	旅館業
	5,000万円
	200人


別表第２

ア　事業協同組合、事業協同小組合及び事業協同組合連合会

イ　水産加工業協同組合及び水産加工業協同組合連合会

ウ　商工組合及び商工組合連合会(以下「商工組合等」という。)

エ　商店街振興組合及び商店街振興組合連合会

オ　生活衛生同業組合、生活衛生同業小組合及び生活衛生同業組合連合会であって、その直接又は間接の構成員の3分の2以上が5,000万円(卸売業を主たる事業とする事業者については、1億円)以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時50人(卸売業又はサービス業を主たる事業とする事業者については、100人)以下の従業員を使用する者であるもの

カ　酒造組合、酒造組合連合会及び酒造組合中央会であって、その直接又は間接の構成員たる酒類製造業者の3分の2以上が3億円以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時300人以下の従業員を使用する者であるもの並びに酒販組合、酒販組合連合会及び酒販組合中央会であって、その直接又は間接の構成員たる酒類販売業者の3分の2以上が5,000万円(酒類卸売業者については、1億円)以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時50人(酒類卸売業者については、100人)以下の従業員を使用する者であるもの

キ　内航海運組合及び内航海運組合連合会であって、その直接又は間接の構成員たる内航海運事業を営む者の3分の2以上が3億円以下の金額をその資本金の額若しくは出資の総額とする法人又は常時300人以下の従業員を使用する者であるもの

ク　鉱工業技術研究組合であって、その直接又は間接の構成員の3分の2以上が第2(2)アからキまでに規定する中小企業者であるもの

別表第３

	事業名
	対象者
	事業の内容

	地域密着ビジネス新事業助成事業
	次のア又はイに掲げる者

ア　新事業を開始してから５年以内の中小企業者又は特定非営利活動法人

イ　当助成事業終了後１年以内に新事業を開始する予定の創業者、中小企業者又は特定非営利活動法人

	健康・福祉、環境保全、教育支援、観光など地域の課題や資源に着目して新製品や新役務を提供する事業




	助成対象経費
	助成率
	助成限度額
	助成対象

とする期間

	ア　専門家謝金

イ　専門家旅費、職員旅費

ウ　施設改修費

エ　機器購入費

オ　外注加工費

カ　委託費

キ　その他（調査研究費、宣伝広告費及びホームページ作成費）
	2／3以内
	100万円
	1年以内
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